
 

 

  

 

札幌商工会議所 定期景気調査結果 

（平成２８年７月） 
 

【調査要領】 

 

１．調査期間：平成２８年７月１４日（木）～平成２８年８月２日（火） 

 

 

２．調査方法：札幌商工会議所会員企業のうち、５２０社へ郵送、電子メールで調査票を送付。 

ＦＡＸ、またはインターネットにより１８１社から回答（回答率３４．８％）。 

 

３．調査項目 

 

（１）定例調査  ７月の景況感（売上・採算等）と先行き見通しについて 

（ＤＩ値（※下記参照）を集計） 

 

（２）付帯調査  ①マイナンバーへの対応について 

         ②英国のＥＵ離脱によるビジネスへの影響について 

        

４．業種別・資本金別の回答状況 

 

 

 

 

 

※ＤＩ値について 

ＤＩ値は、売上・採算・業況など各項目についての、判断の状況を表す。 

ゼロを基準として、プラスの値で景気の上向き傾向を表す回答の割合が多いことを示し、 

マイナスの値で景気の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。 

業況ＤＩ＝
(好転ー悪化)×１００

（好転＋不変+悪化）
 

 

※先行き見通しＤＩ＝当月（７月）と比べた、向こう３ヶ月（８月～１０月）の先行き見通し 

 

資 本 金 回答企業数 割 合 

1千万円以下 46 25.4％ 

1千万円超～5千万円以下 97 53.6％ 

5千万円超～1億円以下 15 8.3％ 

1億円超～3億円以下 5 2.8％ 

3億円超 18 9.9％ 

合 計 181 100.0% 

業 種 回答企業数 割 合 

建設業 39 21.5％ 

製造業 26 14.4％ 

卸売業 29 16.0％ 

小売業 17 9.4％ 

サービス業その他 70 38.7％ 

合 計 181 100.0% 
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業況ＤＩは、改善。先行きも改善見込むが、慎重な見方続く 

（１）業況ＤＩ  

  

・ ７月の業況ＤＩは▲１５．０となり、前月より

３．１ポイントの上昇。 

産業別では、製造業のＤＩが▲１９．２となり、

１１．６ポイントの上昇。小売業・サービス  

その他においても回復が見られたが、建設業 

および卸売業では、それぞれ１．７ポイント、

５．６ポイントの悪化となり、前月に続き  

全業種マイナスとなった。 

 

・ 向こう３ヶ月（８月～１０月）の先行き見通し

ＤＩは▲１０．２となり、７月から４．８   

ポイントの上昇で改善を見込むものの、業況 

好転を見込む企業は全体の１１．９％の一方、これを上回る２２．２％の企業は悪化を見込んで

おり、先行きへの慎重な姿勢は依然続く見通しにある。 

 

【表１．産業別の業況ＤＩ推移】 

  H28.2 H28.3 H28.4 H28.5 H28.6 H28.7 先行き 

全産業 ▲24.0 ▲20.6 ▲22.0 ▲13.5 ▲18.1 ▲15.0 ▲10.2 

建設業 ▲54.5 ▲35.4 ▲34.7 ▲24.4 ▲22.0 ▲23.7 ▲15.8 

製造業 ▲24.0 ▲54.5 ▲30.0 ▲26.3 ▲30.8 ▲19.2 ▲3.8 

卸売業 ▲25.0 ▲23.3 ▲36.8 ▲27.0 ▲22.0 ▲27.6 ▲20.7 

小売業 ▲20.0 ▲21.4 ▲9.5 ▲31.3 ▲20.0 ▲17.6 ▲31.3 

サービスその他 ▲6.7 0.0 ▲8.2 8.8 ▲9.8 ▲2.9 0.0 
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【図１．業況ＤＩの推移】
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（２）売上（受注・出荷）について 

 

・ ７月の売上ＤＩは▲６．１となり、前月から  

５．７ポイントの上昇。 

産業別では、卸売業・小売業で悪化となったが、

サービスその他が６．４ポイントの上昇で前月

に引き続きプラスを確保、また建設業・製造業

においてもそれぞれ１６．９ポイント、   

１１．６ポイントの上昇となった。 

 

・ 先行き見通しＤＩは４．０となり、７月から 

１０．１ポイントの上昇でプラスの見通し。 

建設業・製造業・卸売業・小売業では、    

それぞれ１２．８ポイント、２３．１ポイント、２４．２ポイント、５．９ポイントの上昇と    

なり、建設業とサービスその他においてはプラスの見通しとなった。 

 

【表２．産業別の売上ＤＩ推移】 

   H28.2 H28.3 H28.4 H28.5 H28.6 H28.7 先行き 

全産業 ▲19.3 ▲13.2 ▲14.3 ▲11.4 ▲11.8 ▲6.1 4.0 

建設業 ▲47.7 ▲47.9 ▲32.7 ▲20.5 ▲22.0 ▲5.1 7.7 

製造業 ▲12.0 ▲31.8 ▲16.7 ▲36.8 ▲38.5 ▲26.9 ▲3.8 

卸売業 8.1 6.7 ▲13.2 ▲5.4 ▲19.5 ▲27.6 ▲3.4 

小売業 ▲40.0 ▲7.1 9.5 ▲6.3 ▲5.0 ▲5.9 0.0 

サービスその他 ▲13.2 5.3 ▲9.4 ▲2.9 3.6 10.0 9.0 

 

（３） 採算（経常利益）について 

  

・ ７月の採算ＤＩは▲５．６となり、前月から  

８．７ポイントの上昇。 

産業別では、建設業・製造業・卸売業・   

サービスその他で上昇となり、サービス  

その他ではプラスに転じた一方、小売業は 

２５．３ポイントの大幅な低下となった。 

 

・ 先行き見通しＤＩは６．３となり、７月から 

１１．９ポイントの上昇でプラスの見通し。 

建設業・製造業・卸売業・小売業では上昇と

なり、製造業と卸売業、サービスその他で 

プラスの見通しとなった。 

 

【表３．産業別の採算ＤＩ推移】 

  H28.2 H28.3 H28.4 H28.5 H28.6 H28.7 先行き 

全産業 ▲21.2 ▲11.6 ▲9.9 ▲12.9 ▲14.3 ▲5.6 6.3 

建設業 ▲40.0 ▲39.6 ▲22.4 ▲26.7 ▲24.4 ▲15.4 ▲2.6 

製造業 ▲28.0 ▲31.8 ▲3.3 ▲5.3 ▲11.5 ▲3.8 23.1 

卸売業 ▲24.3 3.3 ▲23.7 ▲10.8 ▲29.3 ▲17.2 6.9 

小売業 ▲10.0 0.0 9.5 ▲31.3 ▲10.0 ▲35.3 ▲18.8 

サービスその他 ▲9.2 4.0 ▲3.5 ▲2.9 ▲3.7 11.8 10.6 
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（４）仕入単価について 
 

・ ７月の仕入単価ＤＩは▲１３．３となり、前月か

ら４．８ポイント上昇した（仕入単価が「上昇」

と回答した企業の割合が低下）。 

産業別では、建設業・卸売業・サービスその他で、

それぞれ１１．６ポイント、１３．０ポイント、

１．２ポイントの上昇となった。一方で、製造業・

小売業では、３．８ポイント、５．９ポイントの

低下となり、製造業においては、引き続き「下落」

と回答した企業の割合が多い。 
 

・ 先行き見通しＤＩは▲１７．９となり、７月から

４．６ポイントの低下。建設業・卸売業・小売業では、それぞれ１０．３ポイント、４．１ポイン

ト、２０．８ポイントの低下となった。 
 

※ＤＩ＝（下落の回答割合）－（上昇の回答割合） 

【表４．産業別の仕入単価ＤＩ】 

  H28.2 H28.3 H28.4 H28.5 H28.6 H28.7 先行き 

全産業 ▲15.9 ▲19.3 ▲14.0 ▲15.9 ▲18.1 ▲13.3 ▲17.9 

建設業 ▲13.3 ▲20.8 ▲10.2 ▲22.2 ▲24.4 ▲12.8 ▲23.1 

製造業 ▲12.0 0.0 3.3 10.5 11.5 7.7 7.7 

卸売業 ▲24.3 ▲26.7 ▲26.3 ▲27.0 ▲26.8 ▲13.8 ▲17.9 

小売業 ▲20.0 ▲28.6 ▲14.3 ▲6.3 0.0 ▲5.9 ▲26.7 

サービスその他 ▲13.5 ▲19.2 ▲16.9 ▲15.4 ▲24.4 ▲23.2 ▲23.1 

 
 

（５）従業員について 
 

・ ７月の従業員ＤＩは１９．３となり、前月から

１．６ポイント低下した(人手不足感が弱まる)。 

産業別では、建設業・小売業で、それぞれ   

９．１ポイント、１０．９ポイントの上昇とな

ったが、卸売業・サービスその他で「人手不足」

と回答した企業の割合が低下し、卸売業におい

ては、「余剰」と回答した企業が上回った。 
 

・ 先行き見通しＤＩは１９．８となり、７月から

０．５ポイントの上昇となった。建設業・小売

業では、人手不足感が強まる見通しとなった  

一方、サービスその他では人手不足感が弱まる見通しとなった。また、卸売業においては人手  

余剰感が強まる見通しとなった。 
 

（※）ＤＩ＝「不足の回答割合」-「余剰の回答割合」。 

【表５．産業別の従業員ＤＩ】 

  H28.2 H28.3 H28.4 H28.5 H28.6 H28.7 先行き 

全産業 20.8 20.6 20.2 23.2 20.9 19.3 19.8 

建設業 20.0 16.7 10.2 17.8 26.8 35.9 48.7 

製造業 8.0 4.5 6.7 21.1 15.4 15.4 15.4 

卸売業 16.2 30.0 26.3 24.3 7.3 ▲10.3 ▲20.7 

小売業 5.0 14.3 38.1 18.8 ▲5.0 5.9 12.5 

サービスその他 32.0 25.3 23.5 27.9 32.5 27.1 23.9 
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【図５．仕入単価ＤＩの推移】
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（６）資金繰りについて 

 

・ ７月のＤＩは▲７．７となり、２．８ポイン

ト上昇した。産業別では、卸売業で８．５  

ポイントの低下となったが、建設業・   

小売業・サービスその他では、それぞれ  

１．８ポイント、３０．０ポイント、２．０

ポイントの上昇となり、小売業は大幅な改善

となった。 

 

・ 先行き見通しＤＩは▲４．５となり、７月か

ら３．２ポイントの上昇。小売業で１２．５

ポイントの低下となったが、製造業・卸売業では、それぞれ１１．５ポイント、１７．３ポイン

トの上昇となり、製造業ではプラスの見通しとなった。 

 

【表６．産業別の資金繰りＤＩ】 

  H28.2 H28.3 H28.4 H28.5 H28.6 H28.7 先行き 

全産業 ▲3.5 ▲5.9 ▲5.0 ▲2.7 ▲10.5 ▲7.7 ▲4.5 

建設業 ▲8.9 ▲17.0 ▲10.2 ▲13.3 ▲14.6 ▲12.8 ▲12.8 

製造業 ▲12.0 ▲9.1 ▲6.7 10.5 ▲3.8 ▲3.8 7.7 

卸売業 2.7 ▲3.3 ▲5.4 2.8 ▲12.2 ▲20.7 ▲3.4 

小売業 ▲15.8 ▲7.1 ▲15.0 0.0 ▲30.0 0.0 ▲12.5 

サービスその他 2.6 1.3 1.2 ▲2.9 ▲4.9 ▲2.9 ▲3.0 
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【図７．資金繰りＤＩの推移】
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本年１月から、税関系などの行政手続きでマイナンバーの利用が開始されたことにあたり、企業の

マイナンバーへの対応状況について調査を実施した。 
 

①マイナンバーへの対応状況について 
 

マイナンバーへの対応が「完了している」と回答した企業は、全体で６４．４％、「対応中」と回答   

した企業は２２．８％となった一方、「対応する内容は分かっているが、まだ着手していない」と回答

した企業は８．９％、「具体的に何をすべきか分からず、対応できていない」と回答した企業は３．９％

となった（図８）。 

「完了している」もしくは「対応中」と回答した企業の内、マイナンバーへの対応において「費用

がかからなかった」と回答した企業は４７．４％、「２０万円未満」と回答した企業は２９．６％、「２

０万円以上～５０万円未満」と回答した企業は１３．２％、「５０万円以上～１００万円未満」と回答

した企業は３．９％、「１００万円以上～３００万円未満」と回答した企業は３．３％、「３００万円

以上」と回答した企業は２．６％となった（図９）。 

マイナンバー対応が未着手の主な理由としては、「マイナンバーを使用することがなく、必要となる

までに対応すれば良いから」と回答した企業が５６．５％と最も多く、「社内で管理できる人材が不足

しているから」、「マイナンバーの管理・利用等における社内規定の整備が遅れているから」と回答し

た企業が２６．１％、「マイナンバー対応は、自社の業務の中で優先度が低いから」と回答した企業が

１７．４％となった（図１０）。 
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【図８．マイナンバーへの対応状況】
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【図１０．マイナンバー対応が未着手の主な理由】



- 6 - 

 

 
 
 

英国のＥＵからの離脱決定を受けて、金融市場に不安定な動きが見られたほか、英国に進出する  

日本企業を中心に、先行きに対する懸念の声が広がっていることから、英国のＥＵ離脱によるビジネ

スへの影響や将来の懸念事項について調査を実施した。 
 

①英国のＥＵ離脱によるビジネスへの影響について 
 

ビジネスへの影響として、「今のところ影響は無いが、先行き懸念がある」と回答した企業が    

４９．４％と最も多く、「影響は全く無い」と回答した企業が３９．９％、「株価低迷による国内消費

の減少（見込み含む）」と回答した企業が１３．５％となった（図１１）。 

 

 

②英国のＥＵ離脱による将来の懸念事項について 
 

将来の懸念事項として、「国内消費の減少」と回答した企業が４６．５％と最も多く、「設備投資意

欲の減少」と回答した企業が１８．８％、「その他（主な回答理由：特に影響はない）」と回答した    

企業が１８．１％、「外国人旅行客によるインバウンド需要の縮小」と回答した企業が１６．７％と   

なった（図１２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．英国のＥＵ離脱によるビジネスへの影響について 

49.4%

39.9%

13.5%

7.9%

2.2%

2.2%

1.7%

1.7%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

今のところ影響は無いが、先行き懸念がある

影響は全く無い

株価低迷による国内消費の減少（見込み含む）

円高に伴う外国人旅行客によるインバウンド需要の

縮小（見込み含む）

円高に伴う取引先からの受注減少（見込み含む）

円高に伴う取引先からの値下げ要請など取引条件の

悪化（見込み含む）

円高に伴う自社の輸出減少（見込み含む）

その他

（上記１～５のマイナス効果よりも）プラスの影響

の方が大きい（見込み含む）

【図１１．英国のＥＵ離脱によるビジネスへの影響】

46.5%

18.8%

18.1%

16.7%

14.6%

6.3%

4.9%

3.5%

2.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

国内消費の減少

設備投資意欲の減少

その他

外国人旅行客によるインバウンド需要の縮小

取引先からの受注減少

取引先からの値下げ要請など取引条件の悪化

日・ＥＵ間の貿易や投資拡大の遅れ（ＥＰＡ交渉の遅延等）

英国におけるビジネス環境の変更

自社の輸出減少

【図１２．英国のＥＵ離脱による将来の懸念事項】
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【建設業】 

 恒常的な人手不足が続いており、新規の雇用をどう確保するかが課題となって

いる。 
防水工事業 

 ５年後の会社の存続を目指し、若い世代の社員（技術者・技能者）を積極的に

募集しており、わずかではあるが効果あり。他社にない元請けの受注機会を 

増加する営業にシフトして将来完成工事高の上乗せに繋げたい。 

管工事業 

 賃金は上昇傾向にあるが工事等の見積価格に反映されない。原材料は少しずつ

上昇している。 
造園・土木工事業 

 建築・設備業界に対する若い人たちの関心が薄く、求人に対する応募が少ない。 設備工事業 

 ２６年の品確法の改正により、いわゆる担い手三法が施行されたが、効果は 

まだ不透明である。特に持続的に雇用が拡大されるよう、適正な利益の出る 

発注については、いろいろな制約はあろうが対応が弱い。職人の労働賃金に 

ついては、ここ数年政策的に上乗せしてきたが、国が根本的に単価改正される

システムにしないと、持続した雇用の拡大は困難である。このままでは、早晩、

人的な要因で事業継続に支障をきたしかねない。 

土木建築工事業 

 昨年に比べてインフラ整備に関わる土木工事案件が増加傾向で、工事受注は 

順調。ただし、利益率は落ちている。 
土木建設業 

 

【製造業】 

 売り上げ減少に伴う工場稼働率の低下は、製造コストの上昇を招いているが、

営業力を強化し売り上げ回復を図ることが喫緊の課題と考えている。一時的に

人員過剰の状況ではあるが、従業員の多能工化を図るチャンスと前向きに  

考え、配置転換による新しい技能の習得に取り組ませている。 

建設産業機械   

附帯品       

（帆布製品製造業） 

 上期は受注量が減少。下期に期待も昨年度より下振れ予想。 

配電盤、制御盤製造

(電気機械器具   

製造業） 
 

【卸売業・小売業】 

 市場自体が飽和状態にあり、かつ今後の少子高齢化や人口減少は確実に進んで

いく。市場の縮小傾向は待ったなくやってくるが、その対応策が新商品の  

企画・開発を含め暗中模索の状況にある。 

包装資材等卸売 

 年金、定年引上げに伴う高年齢化への対応が問題となっている。 
家庭用品、住設  

機器、レジャー用品 

 営業力の強化が最大のテーマ。本州企業との差別化のためにも、地場の技術を

磨いていきたい。 
産業機械器具販売  

 

 

４．会員企業の声 
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【サービス業その他】 

 顧客の低価格志向が続いており、同業他社間の価格競争が激しく、社員の待遇

改善に苦慮している。 
旅行業 

 客室のリノベーションを計画している。インバウンドに対しての付加価値を 

つくり、単価ＵＰを図っている。 

リゾートホテル業 

（旅館・ホテル） 

 幹部社員の教育、事業承継者の選出及び教育準備が進んでいない。 一級建築士事務所 

 受注量は今年度初めに増加したものの、下期や来年度以降の先行きは不透明で

あり、安易に雇用増加に踏み切れず、慢性的な人手不足が続いている。 

受託ソフトウェア  

作成、システム開発

運用 

 医療・福祉系の人材会社として人材不足は深刻で、今後は業種拡大を図り、  

特に外国人の雇用促進を中心に事業を展開する予定。 
人材派遣業 

 公共予算は増加しているが、当社が関係する業界への配分は削減傾向にある。

業界全体の底上げにつながっていない。 
測量、航空測量 

 


